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住空間からみた休日における夫の生活行動に関する研究

　　　　奈良女大生活環境　○伊東理恵　今井範子

日本家政学会

　目的：近年の家族の個人化傾向など家族関係の変化、多様化は、種々の情報通信機器の家
庭への侵入と共に今後の住宅のあり方を考える際の重要な視点である。本研究は、夫の休日の

過ごし方の実態を明らかにすることにより、ひいては今後の住宅計画に資することを目的とし
て、休日における夫の①行動、②場所、③一緒に行動した人、④時間の４軸から分析を行った。
　方法：大学生の娘をもつ父親を対象に休日における生活時間調査を留置き法により行い、
上記４点（場所については、住宅内では室名）を記入してもらった。調査時期は93年6-9月、
94年同時期の２回に分けて実施。有効サンプル数は休日１日98、続いた休日２日157．生活行
動については、調査票回収後、記入された行動すべてを洗い出し住戸内9、住戸外９の計18行
動に分類統合し、住戸内外でほぼ行動が対応するようにした。なお、庭は住戸内として扱った。

　結果：午前10時-11時には3 - 4割、15 -16時にかけては半数以上が外出。この時間帯をピ
ークに在宅率が増加し、19時で８割、22詩には９割以上が在宅となる。一日中自宅にいる人
が１割程度、一方でほとんど外出の人も存在する√週休１日と２日とでは外出割合に差がみら
れた。また週休２日の人の１日目と２日目では、起床、外出、就寝などの時刻にずれがみられ
た。行動内容は、住戸外は、趣味など「楽しみで出かける」「買い物」が圧倒的に多く、住戸
内では「テレビ」「くつろぐ」が中心で、次に「家事」「楽しみごと」が続く。食事を除く昼
間の活動時間は一人で行動している人が半数を超える。また「買い物は夫婦でいく」人が多い
など、行動によって一緒にする人に差がある。夫の休日の生活行動の実態は多様であるが、過
ごし方としては「自宅でだらだらタイプ」「戸外でアクティブタイプ」ほか、「一人で行動タ

イプ」「夫婦で行動タイプ」「家族とべったりタイプ」などいくつかのパターンに整理された。

2Xp－ ５ 共働き世帯の住要求に関する研究
　　一奈良女子大学住居学科卒業生の事例調査一
奈良女大生活環境　○田中智子　湯川利和　瀬渡章子

　目的）男女雇用機会均等法の施行以来，女性の雇用労働者が進んでいる。本研究では，
均等法の主要な対象といえる大卒女性をとりあげ，共働き世帯の基本属性，職業継続要因
ないし阻害要因，居住地選択行動，およびそれらの均等法施行前後の変化を把握し，今後
の居住地整備の方向について検討を行う。

　方法）1993年に奈良女子大学住居学科卒業生を対象に，郵送による質問紙調査（「今回
調査」）を実施し. 1981年に行った同様の調査（「前回調査」）と比較した。両調査とも
対象者の年齢は23歳～50歳であり，有効回収数はそれぞれ487票（有効回収数61.6％）,

381票（同u.2％）である。回答者を配偶関係と就労状況から５グループに分類し，この
うち「現在共働き型」「過去共働き型」を取り上げて分析を行った。なお「現在共働き
型」は，本人の年齢と勤続年数によって４つのサブグループに分類し検討している。
　結果）1.基本属性　①未婚者の就労率は大幅に増加したか，共働き率自体は３割でほぼ
変化がな百二面京葉後調査時まで職業を継続しているものは減少し. 30代前半の育児期に

退職するもの，再就職するものは増加している，③0割が核家族であるが，子どものいな
い夫婦のみ世帯の比率が高い，④職種は教員か減少し，住宅関係をはじめとする一般企業
が増加している。2.職業継続条件　①職業を継続しているグループでは夫の理昿保育条

件，健康条件. 20代の共働きグループでは夫の理解，子どもがいない，性差別がないこと
が指摘されている，②退職理由は，妊娠・出産と保育条件の欠如のいずれかを理由にあげ
るものは７割で，前回調査と変化していない。3.居住地選択行動　職業を継続しているグ
ルプでは居住地選択時こ夫妻通勤条件丿呆皿重視して
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